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出雲市農業委員会（第２期）第４回総会 議事録 

 

 

「農業委員会等に関する法律」第２７条第１項の規定に基づき会長が総会を招集。 

 

１ 日時  令和２年(2020)１１月２５日（水） 午後１時３０分～午後４時 

 

２ 場所  出雲市役所 １階 くにびき大ホール 

 

３ 出席委員（２２名） 

  大梶 泰男  石飛 政樹  松本 尚幸  原 孝治   河原 基 

岡田 征記  落合 光啓  佐野 芳夫  松井 幸男  岡 正 

水 壯    渡部 靖司  上野 正夫  神田 伯   塩野 一男 

板垣 房雄  持田 守夫  江角 昭夫  伊藤 美樹  青木 敏男 

若槻 博美  遊木 龍治 

 

４ 欠席委員（２名） 

  石飛 忠宏  今岡 充 

 

５ 提出議題 

⑴  報告事項 

報第６号 会長専決処分の報告 

報第７号 農地法第１８条第６項の規定による通知について 

報第８号 農地法第３条の３第１項の規定による届出について 

 

⑵  議案審議 

議第１２号 農地等の利用の最適化の推進に関する指針の改正について 

議第１３号 農業経営基盤強化促進法に係る農用地利用集積計画の決定について 

議第１４号 農地法第３条の規定による農地等の許可申請決定について 

議第１５号 農地法第５条から３条への事業計画変更申請決定について 

議第１６号 農地法第４条の規定による農地等の許可申請決定及び承認について 

議第１７号 農地法第５条の規定による農地等の許可申請決定及び承認について 

議第１８号 農地転用事業計画変更申請決定について 

議第１９号 非農地証明について 
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 会長あいさつ 

 

６ 議事  

大梶会長が、総会の開会を宣する。出席者が過半数を超え会議の成立を宣する。 

署名委員に議席番号８番の佐野芳夫委員と９番の松井幸男委員を指名する。 

 

議  長   本日の議事進行について説明いたします。 

本日は、農地利用最適化推進委員にも参加していただいておりますので、

はじめに、議第１２号 農地等の利用の最適化の推進に関する指針の改正につい

て、の議題審議を行います。 

その後、休憩をはさんで、農業委員のみで報告事項及び議事の残りの審議

を行います。 

それでは、お手元の次第にしたがって進行いたします。 

       事務局から内容について、説明をお願いします。 

 

今岡次長   議第１２号について、ご説明いたします。 

      農地等の利用の最適化の推進に関する指針については、平成２８年４月施

行の農業委員会法で規定され、出雲市農業委員会では平成２９年９月に現在

の農業委員会発足し、平成２９年１２月に作成しております。この指針は農

業委員及び農地利用最適化推進委員の改選期の３年ごとに見直すこととされ

ていますので、今回、議案として提出したものです。 

それでは、改正点がわかりやすい、８ページからの改正案見え消しで改正

した点についてご説明いたします。 

８ページの「１ 基本的な考え方」については、基本的には、平成２８年

４月に改正農業委員会法が施行され、農地の集積・集約化や遊休農地の発生

防止・解消などの農地利用の最適化について、農業委員会の必須業務に位置

付けられ、農地利用の最適化の指針を定めることとなり、作成したものであ

ることを記載しています。変更点は、下から６行目の元号が変わったことに

よる表記変更と推進委員の表記を変えています。基本的には変更はありませ

ん。 

次に、９ページの「２ 遊休農地の発生防止・解消について」です。（１）

遊休農地の解消目標の管内農地面積について、元々、耕地面積と、遊休農地

の合計面積で載せていましたが、１０ページの「３ 担い手への農地利用の

集積・集約化について」にある管内農地面積と合わないことから、管内農地

面積を耕地面積に合わせたために、表内の遊休農地の割合の表示をＡ＋Ｂ分
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のＢの表示に改めています。また、表の中を、平成２９年３月を当初に改め、

令和２年３月を現状の表記としています。管内農地面積については、最近の

趨勢を反映し、変更しました。表下に管内農地面積と遊休農地面積について、

定義を記入するよう改めました。 

次に、１０ページの「３ 担い手への農地利用の集積・集約化について」

ですが、表の現状や目標の記載の変更や、管内農地面積については、遊休農

地のところで説明したとおりです。集積面積は、指標がないなかで目標面積

を決めることは難しいため、かなり高い目標ですが、最適化交付金の単年度

集積基準面積としています。前回は、最適化交付金の集積目標面積の基準面

積の半分という考えでしたが、今回は、明確に示されている農業委員会が関

わる基準への変更になります。 

農地部会で検討した際、地域別の集積状況が分かった方が良いとの意見か

ら、１２ページに別表を付けています。ただし、この別表はあくまでも農地

台帳で集計したものですので、統計上の耕地面積と基準が異なるため集積率

についても一致はしませんが、傾向はつかめると思います。 

農地部会の際には、集積目標の次に別表を付けていたため、管内農地面積

と農地台帳の農地面積が一致しないなど、定義が異なるもが混在することか

ら、別表は最後に記載するに改めました。 

次に、「（２）担い手への農地利用の集積・集約化に向けた具体的な推進方

法」についてです。アについては、前回は、出雲市農業委員会と出雲市斐川

町農業委員会が合併したことにより、推進方法を分けておりましたが、推進

することに変わりはありませんので、表記としては出雲市全体にしましたが、

前段で、斐川地域の集積率が高いことを入れるよう変更しました。次のウに

ついては補助事業がなくなったため再生事業を削除しています。 

次に、「３ 新規参入の促進について」です。「（１）新規参入の促進目標」

については、現状、目標の表示を遊休農地同様に変更しています。目標につ

いては、市の単年度目標としています。 

１２ページには農地台帳を基にした地区別集積率を載せています。農地面

積は、統計上の耕作している面積（耕地面積）とはかなり差があります。地

区ごとの傾向として捉えていただきたいと思います。 

説明は以上です。 

 

議  長   本案件については、１０月２６日と１１月１９日に農地部会が開催されて

おりますので、板垣農地部会長から報告をお願いします。 

 

板垣委員   農地部会を１０月２６日の総会後と１１月１９日の計２回、この農地等の
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利用の最適化の推進に関する指針の改正について、協議をしました。 

まず、遊休農地の解消目標と担い手への農地利用集積に記載されている管

内農地面積の統一をさせていただきました。毎年度の活動計画には、注書き

で定義して記載していますが、指針の中では文言が一緒であれば内容も統一

した方がわかりやすいとの意見から、統一する方向で検討し、修正しました。 

また、担い手への集積・集約化の推進については、推進方法を出雲市全体

とすることは仕方がないと考えていますが、地域によって集積率が異なる状

況が分かった方が良いとの意見から、推進方法では、斐川地域については、

集積率が高いことを挙げ、別表で地区別の集積率を載せることとしました。 

農地部会の委員の皆様には慎重に議論をいただき貴重な意見をいただき、

案としてまとめましたので報告させていただきます。 

 

議  長   ただいまの説明について、ご質問、ご意見はございませんか。 

 

議  長   ご質問、ご意見はないものと認めます。 

それでは、議第１２号農地等の利用の最適化の推進に関する指針の改正につい

て、採決を行います。 

承認される農業委員の方の挙手を求めます。 

 

議  長   挙手全員と認めます。 

よって、議第１２号を承認いたします。 

 

議  長   農地利用最適化推進委員との合同会はここまでです。 

ここで、換気のため、休憩時間とします。 

 

（農地利用最適化推進委員 退室） 

 

議  長   それでは、報告事項及び議事の残りの審議を行います。 

報告事項、報第６号会長専決処分の報告、報第７号農地法第１８条第６項

の規定による通知について、報第８号農地法第３条の３第１項の規定による

届出について、一括して報告します。 

 

議  長   報第６号会長専決処分について、報告いたします。 

先ず、第３回総会で承認いたしました案件で、島根県農業会議に意見を聴

く案件、農地法第４条３件及び農地法第５条９件については、島根県農業会

議第５６回常設審議委員会に諮問し、許可相当との答申をいただいておりま
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す。農地法第４条３件、農地法第５条９件を、常設審議委員会のおける決定

日の１１月１０日付けで許可決定しております。 

以上、報告といたします。 

 

議  長   続いて、報第７号農地法第１８条第６項の規定による通知について、事 

      務局から報告をお願いします。 

 

後藤主事   報第７号について、ご説明いたします。 

報告資料の１～１６ページをご覧ください。 

農地の賃貸借の解約等は、原則的に県知事の許可が必要ですが、農地法第

１８条第１項第２号で、貸し手と借り手の合意による解約が、その農地の引

渡しの期限前の６か月以内に成立した旨が書面において明らかな場合は契約

終了の手続きができます。 

今月は、受付番号１８３～２６８番の８６件の通知がありました。内訳と

しては、貸借期間の変更が６６件、基盤整備のためが２件、貸人の都合によ

るものが１１件、借人の都合が３件、耕作者変更が２件、用地買収のためが

２件です。 

今月も前月と同様に、長浜・園地区における大規模な農地改良によって園

地区の利用権の再設定を行っておりそのため例月よりも件数が多くなってい

ます。 

農地の引渡しの時期が、解約の合意の成立後６か月以内であることを書面

で確認しており、県知事の許可を要しないものと考えます。 

以上、報告といたします。 

 

議  長   続いて、報第８号農地法第３条の３第１項の規定による届出について、事

務局から報告をお願いします。 

 

高橋主事   報第８号について、ご説明いたします。 

報告資料の１７～２３ページをご覧ください。 

農地法第３条の３において、「相続」や、「時効取得」などの、農地法の許

可を要しない権利取得につきましては、権利を取得した者は、農業委員会に

その旨を届出しなければならないこととされています。 

この届出の先月受付分は、受付番号１１７～１３３番までの１７件でした。 

権利の取得事由は、１７件全てが「相続」によるものでした。 

市外在住の相続人からの届出などについては、備考欄に記載しております。 

受付番号１２６番については、あっせん希望がありましたので、担当農業
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委員さんに相談しています。 

なお、（農地法関係事務処理要領の第３の３、留意事項にかかる）本届出の

受理通知は、届出書の到達があった日から４０日以内とされております関係

上、１１月６日付けで通知を出しております。 

以上、報告といたします。 

 

議  長   報告事項について、一括して報告をいたしましたが、ご質問、ご意見はご 

ざいませんか。 

 

議  長   ご質問、ご意見はないものと認めます。 

 

議  長   それでは、これより議案の審議を行います。 

議第１３号農業経営基盤強化促進法に係る農用地利用集積計画の決定につ

いて、を議題といたします。 

農業振興課河井係長から内容について、説明をお願いします。 

 

河井係長   議第１３号について、ご説明いたします。 

農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定により、市は、農業委員会

において「農用地利用集積計画」を決定していただくこととなっております

ので、本案件の適否について、今総会での判断をお願いいたします。 

それでは、１１月３０日公告予定の集積計画の概要をご説明いたします。 

お手元の農用地利用集積計画の２ページをご覧ください。 

まず、賃借権の設定です。２ページの左上の表の、合計①の欄をご覧くだ

さい。設定合計は、２４６筆、２９４，２９６．５０㎡、うち新規の設定が

３７筆、４０，４８６．００㎡、再設定が２０９筆、 

２５３，８１０．５０㎡です。 

この内訳ですが、相対分が、２ページの右上の表の合計①欄で、２５筆、

３９，８６５㎡です。中間管理事業分が、３ページの右上の表の合計①欄、

２２１筆、２５４，４３１．５０㎡となっています。 

続いて、使用貸借権の設定です。２ページの左下の表の、合計②の欄をご

覧ください。設定合計は、２２３筆、１２１，６８２．６２㎡、うち新規の

設定が１６７筆、７７，７６０．０３㎡、再設定が５６筆、 

４３，９２２．５９㎡です。 

この内訳は、相対分が、２ページ右下の表の合計②欄、４４筆、 

３５，１６６．４８㎡です。中間管理事業分が３ページ右下の表の合計②欄、

１７９筆、８６，５１６．１４㎡となっています。 
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今月のすべての利用権設定の合計は、２ページの一番左下の、計①＋②の

欄をご覧ください。４６９筆、４１５，９７９．１２㎡です。 

その他 詳細な設定内容は、４ページ以降の各筆明細でご確認ください。 

なお、今月は所有権の移転がございますので、ご説明いたします。 

４４ページの「農用地利用集積計画 所有権移転」及び４５ページの「所

有権移転 総括表」をご覧ください。 

農業経営基盤強化促進法第５条第３項の規定により、県が指定する農地

中間管理機構である「公益財団法人しまね農業振興公社」は、農地を出し

手農家から買い入れ、中間保有した後、担い手である受け手農家へ売り渡

します。 

この事業を活用して所有権移転を行うと、農地の出し手、受け手ともに税

制上の優遇措置を受けることができ、担い手への集積が効率的に促進されま

す。 

今月の所有権移転の合計は、９筆、１６，１３９㎡です。 

以上、今月の申請の案件は、出雲市における基本構想に適合するとともに、

権利者・利用権の設定をうけた者が経営農地の全てを効率的に利用し、必要

な農作業に常時従事するものとして作成したものです。 

また、前回までの総会で決定いただきました農地中間管理事業の集積計画

につきまして、お配りしております「農地中間管理事業による農用地利用配

分計画（案）」として公益財団法人しまね農業振興公社に提出いたしますので

ご確認ください。 

説明は以上です。 

 

議  長   ただいまの説明について、ご質問、ご意見はございませんか。 

 

議  長   ご質問、ご意見はないものと認めます。 

それでは、議第１３号農業経営基盤強化促進法に係る農用地利用集積計画

について、承認される方の挙手を求めます。 

 

議  長   挙手全員と認めます。 

よって、議第１３号を承認いたします。 

 

議  長   次に、議第１４号農地法第３条の規定による農地等の許可申請決定につい

て、及び関連がございますので、議第１５号農地法第５条から３条への事業

計画変更申請決定について、を議題といたします。 

       事務局から内容について、説明をお願いします。 
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高橋主事   議第１４号について、ご説明いたします。 

第４回総会議案の１ページの左側の欄をご覧ください。今月は、所有権移

転が１６件、賃貸借権の設定が１件で合計１７件の申請ありました。 

個別の事案について、ご説明いたします。２～４ページをご覧ください。 

まずは、所有権移転の案件１６件からご説明いたします。 

受付番号７２番です。譲渡人は、労力不足のため、近隣の農地所有者であ

る受人に譲渡するものです。所有権移転後は、受人が水稲を栽培される計画

です。 

受付番号７３番です。譲渡人は、労力不足のため、申請地に隣接する宅地

に居住し、近隣農地の耕作者である受人に譲渡するものです。所有権移転後

は、受人が野菜を栽培される計画です。 

受付番号７４番です。譲渡人は、経営規模縮小のため、近隣農地の耕作者

である受人に譲渡する者です。所有権移転後は、受人が野菜を栽培される計

画です。 

受付番号７５番です。こちらは公共事業の代替地として農地を取得される

ものです。所有権移転後は、受人が水稲を栽培される計画です。 

受付番号７６番です。譲渡人は、経営規模拡大を望む譲受人の要望により、

隣接する農地の耕作者である受人に譲渡するものです。所有権移転後は、隣

接する自己所有地と一体的に受人が野菜を栽培される計画です。 

受付番号７７番です。譲渡人は、経営規模縮小のため、隣接する農地の耕

作者である受人に譲渡するものです。所有権移転後は、隣接する自己所有地

と一体的に受人が水稲を栽培される計画です。 

受付番号７８番です。譲渡人は、経営規模縮小のため、隣接する農地の耕

作者である受人に譲渡するものです。所有権移転後は、隣接する自己所有地

と一体的に受人がさつまいもを栽培される計画です。 

受付番号７９番と８０番は関連があるため併せて説明させていただきます。

譲渡人は、いずれも経営規模縮小のため、申請地付近の農地耕作者である受

人に譲渡するものです。所有権移転後は、受人が栗を栽培される計画です。 

受付番号８１番です。譲渡人は、他の農地と離れていることによる耕作不

便のため、隣接農地の耕作者である受人に譲渡するものです。所有権移転後

は、受人が一体的に野菜を栽培される計画です。 

受付番号８２番です。こちらは、経営面積が少ない農地所有適格法人の構

成員が、当該法人に貸し付けることを前提として農地を取得する特例になり

ます。具体的には、「譲受人が農地所有適格法人で常時従事している構成員」

かつ「所有権移転後に申請地を当該法人に貸し付ける」ことを条件に、譲受



9 

 

人の経営面積に当該法人への貸付面積を含めることができるものです。これ

により、譲受人の経営面積６１０㎡＋貸付面積７，４０２㎡＋申請地面積合

計２，３０８㎡＝１０，３２０㎡となり、地区の下限面積４０アールを満た

します。所有権移転後は、利用権設定により引き続き当該法人が水稲及びブ

ドウを栽培される計画です。 

受付番号８３番です。こちらは譲渡人が取得後３年たっていない農地です

が、本人のやむを得ない事情で譲渡す案件になります。申請地は平成２９年

１２月２５日総会にて別段面積の適用を決定した土地で、 

平成３０年１月２５日に所有権移転をした農地です。当初の計画では、農地

取得者とその家族とで耕作する予定でしたが、次々と体調を崩し耕作できな

くなったため、この度隣の空き家購入者である受人に譲渡するものです。所

有権移転後は、受人が野菜を栽培される計画です。 

受付番号８４番です。譲渡人は、労力不足のため、隣接農地の耕作者であ

る受人に譲渡するものです。所有権移転後は、受人が一体的に野菜を栽培さ

れる計画です。 

受付番号８５番と８６番は関連があるため併せて説明させていただきます。

こちらは農地所有適格法人の常時従事者たる構成員が、当該法人に貸し付け

ることを前提として農地を取得するものです。農地法第３条第２項第３号に

あるように、取得後すぐに貸し付ける場合は許可することができないことと

なっていますが、農地所有適格法人の常時従事者たる構成員が、その土地を

その法人に貸し付けようとする場合は許可できることとなっています。所有

権移転後は、利用権設定により当該法人が水稲および野菜を栽培される計画

です。 

受付番号８７番です。こちらは農地法第５条から３条への事業計画変更申

請になります。８ページの議案第１５号受付番号２も併せてご覧ください。

当初計画者は、家を建てる計画で、平成３年１２月に５条の転用許可を受け

られました。しかし、予定が変わり出雲市に帰る予定がなくなったので建て

ることなく現在に至ります。所有権移転後は、受人が自身の所有する農地と

一体的に野菜を栽培される計画です。 

続いて賃貸借権設定の案件１件について説明いたします。 

受付番号８８番です。貸出人は、経営規模縮小のため、近隣農地の耕作者

である受人に１０年の期間で賃貸借権を設定するものです。賃貸借権設定後

は、借受人が果樹を栽培される計画です。 

以上、受付番号７２～８８番については、５～７ページの調査書に記載し

ておりますとおり、農地法第３条２項各号 不許可には該当しないため、許

可要件のすべてを満たすと考えます。 
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説明は以上です。 

 

議  長   それでは、議題となっています議第１４号のうち、１件が農業委員関与案

件となります。そのうち、私、議席番号１番大梶泰男の関与案件が、３ペー

ジの受付番号８２番の１件、以上となります。 

それでは、議席番号１番大梶泰男の関与案件１件を先議案件といたします。 

農業委員会等に関する法律第３１条の規定により、私が除斥となりますの

で、議長は、河原会長職務代理者にお願いします。 

 

（大梶委員 退室） 

 

議  長   本先議案件について、ご質問、ご意見はございませんか。 

 

議  長   質問、意見はないものと認めます。そういたしますと、議第１４号のうち、

議席番号１番大梶泰男委員の関与案件１件の先議案件について、承認される

方の挙手を求めます。 

 

議  長   挙手全員と認めます。よって、議席番号１番大梶泰男委員の関与案件１件

の先議案件を承認します。ここで議席番号１番大梶泰男委員の除斥を解除い

たします。 

 

（大梶委員 入室） 

 

議  長   ここで、議長を大梶会長と交代します。 

 

議  長   以降は、私が議長を務めます。 

続きまして、議第１４号のうち、先ほどの先議案件１件を除くすべての案

件及び議第１５号についてご質問、ご意見はございませんか。 

 

持田委員   議席番号１９番の持田です。受付番号８３番について質問です。 

過去に別段面積として決定された農地について、今回は別の方へ許可する

ということですが、あらためて別段面積の決定の手続きは必要ないのでしょ

うか。受人の営農計画などについての審査が必要ではないでしょうか。 

 

高橋主事   別段面積については、すでにこの申請農地を決定しておりますので、あら

ためての手続きは必要ありません。譲受人の営農計画については、本議案の
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農地法第３条許可申請において審査しております。 

 

今岡次長   補足です。別段面積の決定は地番で決定するものであり、この地番はすで

に決定していますのであらたな手続きは必要ありません。所有権移転にかか

る審査については、本議案での審議となりますのでよろしくお願いします。 

 

持田委員   わかりました。 

 

議  長   そのほかにご質問・ご意見はございませんでしょうか。 

 

議  長   ご質問、ご意見はないものと認めます。 

それでは、議第１４号のうち、先議案件１件を除くすべての案件及び 

議第１５号について、承認される方の挙手を求めます。 

 

議  長   挙手全員と認めます。よって、議第１４号のうち、先議案件１件を除くす

べての案件及び議第１５号について承認します。 

 

議  長   次に、議第１６号農地法第４条の規定による農地等の許可申請決定及び承

認について、を議題といたします。 

事務局から内容について、説明をお願いします。 

 

吉川主任   議第１６号について、ご説明いたします。 

第４回総会議案の１ページをご覧ください。今月は、６件の申請がありま

した。 

議案書は、９ページ、参考資料は、１～１２ページをご覧ください。 

いずれも、取得後、３年未満の農地はありません。 

また、議案書欄外左に丸印をつけている１件について、１２月に開催予定

の第５７回常設審議委員会に諮問する予定です。 

今月は、説明基準に該当する案件はございません。 

なお、申請前にすでに転用していた案件が４件あります。 

受付番号５０番の案件は、昭和５０年頃から貸店舗敷地として利用してい

ましたが、現在は更地になっており、この度、貸駐車場とするものです。 

受付番号５１番の案件は、昭和４９年頃から農業用作業所兼物置敷地とし

て利用してきたものです。 

受付番号５２番の案件は、昭和４９年頃から農業用作業所兼物置敷地とし

て利用してきたものです。 
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受付番号５３番の案件は、昭和４４年頃から個人住宅敷地として利用して

きたものです。 

いずれの案件も申請は事後になりましたが、悪意はないものと判断してい

ます。転用許可基準は満たしており、事業者には始末書の提出を受け、農地

法に違反することのないよう指導しております。 

以上、受付番号４９～５４番については、農地法第４条第６項各号 不許

可には該当しないため、許可要件のすべてを満たすと考えます。 

説明は以上です。 

 

議  長   ただいまの説明について、ご質問、ご意見はございませんか。 

 

議  長   ご質問、ご意見はないものと認めます。 

それでは、議第１６号農地法第４条の規定による農地等の許可申請決定及

び承認について、承認される方の挙手を求めます。 

 

議  長   挙手全員と認めます。 

よって、議第１６号の全案件を許可相当とし、許可決定及び承認いたしま

す。 

 

議  長   次に、議第１７号農地法第５条の規定による農地等の許可申請決定及び承

認について、及び議第１８号農地転用事業計画変更申請決定について、を議

題といたします。 

       事務局から内容について、説明をお願いします。 

 

松崎主任  議第１７号について、ご説明いたします。 

議案書は１０～１３ページ、説明資料は１～１２ページ、参考資料は 

１３～４４ページになります。 

今月の５条申請の内訳は、所有権の移転が１１件、賃貸借権の設定が３件、

使用貸借権の設定が６件、合計２０件提出されております。今月の説明案件は

４件ございます。 

いずれも、取得後、３年未満の農地はありません。 

なお、１２月開催予定の第５７回常設審議委員会に諮問する案件は、欄外左

に丸印をつけております、４件の予定です。 

それでは、個別の案件について、説明します。 

議案書１０ページの受付番号１９２番について説明します。説明資料の 

１～３ページをご覧ください。転用場所は、万田町で、Ｖｉｖａやナフコの間
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の県道十六島直江停車場線を河下方向に６ｋｍほどのところの田１筆畑１筆で

す。詳細な位置につきましては付近案内図でご確認ください。転用目的は『参

道及び駐車場』です。転用面積、所要面積ともに１，０７７㎡です。権利の種

類は、所有権の移転です。申請地の農地区分は、第２種農地です。土地利用計

画との調整については、９月に農振農用地からの除外決定済みです。転用にあ

たっての許可該当条項は、法第５条第２項第２号の「非改良」に該当します。 

事業計画について、申請者は神社の代表役員です。現在、参拝時に階段しか

ないため、氏子の高齢化等の理由から車を利用できる参道及び駐車場を整備す

る計画です。資金計画につきましては、所要資金額３３０万円で、これに対す

る資金調達については、全額自己資金で賄う計画であり、金融機関の残高証明

書で確認をしています。 

続いて、議案書１１ページの受付番号１９７番についてご説明いたします。

４条の５４番とあわせて一つの計画となります。説明資料の４～６ページをご

覧ください。転用場所は、斐川町上直江で、申請地付近の交差点を北に向かう

と斐川西中学校で、西へ５００ｍほどでゆめタウン斐川という位置にある田で、

５条が３筆、４条が１筆です。詳細な位置につきましては付近案内図でご確認

ください。転用目的は『宅地分譲』です。転用面積・所要面積ともに 

２，７５１．０１㎡で、内訳は５条が１，７３２．０１㎡、４条が 

１，０１９㎡です。権利の種類は、所有権の移転です。申請地の農地区分は、

第３種農地です。転用にあたっての許可該当条項は、規則第４４条第３号の「用

途地域」に該当します。 

事業者は、市内で不動産業を営んでいます。国道や県道へのアクセスが良く、

商業施設や学校施設等も近い申請地を取得し、１１区画の分譲地を整備する計

画です。資金計画につきましては、所要資金額５，７００万円で、これに対す

る資金調達については、全額自己資金で賄う計画で、残高証明書で確認してい

ます。 

続いて、議案書１２ページの受付番号１９８番についてご説明いたします。

説明資料の７～９ページをご覧ください。転用場所は神西沖町で、案内図にあ

りますゆめマートやオーケーリースから南へ４５０ｍほどのところの田１筆で

す。詳細な位置につきましては付近案内図でご確認ください。目的は、一時転

用で資材置場・仮設事務所・駐車場です。転用面積、所要面積ともに６１４㎡

です。権利の種類は、賃貸借権の設定です。申請地の農地区分は、農用地です。

転用にあたっての許可該当条項は、令第１１条第１項第１号の「一時転用」に

該当します。 

事業計画について、事業者は、市内で建設業を営む法人です。この度、出雲

湖陵道路関連の工事を受注し、現地に近い申請地を賃貸借して資材置場等とし
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て一時転用する計画で、期間は令和４年１２月３１日までとなっております。

資金計画につきましては、所要資金額１５０万円で、これに対する資金調達に

ついては、全て自己資金で賄う計画です。残高証明を確認しております。 

続いて、議案書１３ページの受付番号２０４番についてご説明いたします。

説明資料の１０～１２ページをご覧ください。転用場所は、西神西町で、県道

出雲インター線と多伎江南出雲線の立体交差交差点から湖陵方面へ２ｋｍほど、

この先江南駅まで１．３ｋｍほどの場所になります田１筆です。詳細な位置に

つきましては付近案内図でご確認ください。転用目的は『資材置場・駐車場』

です。転用面積、所要面積ともに６２５㎡です。権利の種類は、使用貸借権の

設定です。申請地の農地区分は、農用地です。転用にあたっての許可該当条項

は、施行令第１１条第１項第１号の「一時転用」に該当します。 

事業計画について、事業者は、市内で建築業を営む法人である。この度、隣

地の住宅建築工事を受注し、現地に近い申請地を貸借して資材置場等として一

時転用する計画です。登記地目としては田ですが、現地は畑利用のようで、嵩

上げなどもないので造成工事等の支出はありません。 

説明案件は以上であり、５条のその他の案件につきましては、議案書の一覧

でご確認いただきますようお願いいたします。 

続いて、議第１８号の農地転用事業計画変更申請承認についてご説明いたし

ます。議案書は１４ページです。 

今月の申請は、所有権の移転を伴う計画変更が２件、使用貸借権の設定を伴

う計画変更が１件、権利移転・設定を伴わない転用事業者自身での計画変更が

１件提出されております。 

今月は説明該当の案件はございません。 

５条とセットの案件があり、２０番については５条案件２０１番、また２２

番については５条の１９４番、２３番は５条の１９５番とセットです。 

またセットではない計画変更２１番の参考資料は４５～４６ページですので

よろしくお願いいたします。 

今月申請のありました５条２０件、事業計画変更４件につきましては、いず

れも農地法に規定する不許可、不承認の要件には該当しないものと認められま

す。 

説明は以上です。 

 

議  長   ただいまの説明について、ご質問、ご意見はございませんか。 

 

議  長   ご質問、ご意見はないものと認めます。 

それでは、議第１７号農地法第５条に規定による農地等の許可申請決定及
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び承認について、及び議第１８号農地転用事業計画変更申請決定について、

承認される方の挙手を求めます。 

 

議  長   挙手全員と認めます。 

よって、議第１７号の全案件を許可相当とし、許可決定及び承認いたしま

す。 

また、議第１８号を決定いたします。 

 

議  長   次に、議第１９号非農地証明について、を議題といたします。 

事務局から内容について、説明をお願いします。 

 

後藤主事   議第１９号について、ご説明いたします。 

議案書の１５ページ及び説明資料の１３～１８ページをご覧ください。 

今月は、３件の申請がありました。 

受付番号１２番について説明いたします。申請地については議案１５ペー

ジに載せております。また説明資料の１３ページの位置図及び付近案内図で

申請場所をご確認ください。詳細については、説明資料１４ページの現況写

真をご確認ください。申請地は海岸に近い農地であり、風当たりが強く、近

くに水源もないため２０年以上前から耕作されず荒廃し原野の状態となって

います。現地確認は１１月１１日に石飛農業委員、岸推進委員、事務局職員

で行っています。申請地は、農業的利用を図るための条件整備の予定はあり

ません。 

続きまして受付番号１３番について説明いたします。申請地については議

案１５ページに載せております。また説明資料の１５ページの位置図及び付

近案内図で申請場所をご確認ください。詳細については、説明資料１６ペー

ジの現況写真をご確認ください。申請地は受付番号１４番の農地を含む山林

に囲まれている日当たりの悪い農地であり、４０年以上耕作されず、雑木が

繁茂し山林の状態となっています。現地確認は１１月１１日に石飛農業委員、

岸推進委員、事務局職員で行っています。申請地は、農業的利用を図るため

の条件整備の予定はありません。 

続きまして受付番号１４番について説明いたします。申請地については議

案１５ページに載せております。また説明資料の１７ページの位置図及び付

近案内図で申請場所をご確認ください。詳細については、説明資料１８ペー

ジの現況写真をご確認ください。申請地は山林や原野に囲まれた日当たりの

悪い農地であり、水源の確保も困難で進入路も狭いため、３０年以上耕作さ

れず山林原野の状態となっています。現地確認は１１月１１日に石飛農業委



16 

 

員、岸推進委員、事務局職員で行っています。申請地は、農業的利用を図る

ための条件整備の予定はありません。 

よって、今月付議しました３案件は、いずれも非農地証明基準の「やむを

得ない事情（耕作不適な土地であること）によって長期間耕作放棄した土地

で、その土地の周囲の状況からみて農地に復元しても継続して利用すること

ができないと認められる場合」に該当し、農地法第２条に規定する農地以外

のものであるとして非農地証明の対象となるものと考えます。 

説明は以上です。 

 

議  長   ただいまの説明について、ご質問、ご意見はございませんか。 

 

江角委員   議席番号２０番の江角です。３つの案件について質問です。 

この辺りは、地籍調査がされているのでしょうか。資料では、周囲が同じ

ような原野に見えます。境界は記載されていますが、判定できるかどうか資

料ではわかりづらいと思いました。 

 

今岡次長   湖陵町全域は、昭和５０年代の初旬に地籍調査が完了しております。ただ

し、江角委員さんがおっしゃるとおりこの周囲は同じような状況が多い地域

でございますので、場合によっては非農地判断が必要な地域とも考えており

ます。 

 

江角委員   わかりました。 

 

議  長   その他にご質問、ご意見はございませんか。 

 

議  長   他に質問がないようですので、それでは、議第１９号非農地証明について、

承認される方の挙手を求めます。 

 

議  長   挙手全員と認めます。 

よって、議第１９号を承認いたします。 

 

議  長   予定していた議事は終了しました。 

以上をもって、本日の全ての議事日程を終了いたします。 
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議長が、総会の閉会を宣する。 午後４時 

 

 

議事に参与した者の職、氏名 

 農業委員会事務局 

  藤原事務局長、今岡次長、松崎主任、吉川主任、高橋主事、後藤主事 

 農業振興課 

  農地利用調整係 河井係長 

 

 

 

以上、会議の顛末を記録し、その相違なきことを証するため署名する。 

 

 

 議  長 
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